
領収書等を徴し難かった支出の明細書

支 出 の 目 的

金 額 年月日 領収書等を徴し難かった事情

項 目 摘 要

組織活動費 会場借上費
百万

1 0
千

0 0 0
円

0 ○ .11. 8 銀行振込のため

 （備考）

　１　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。

　２ 　会計責任者本人が提出する場合にあっては本人確認書類の提示又は提出を、その代理人が提出する場合にあっては当該代理人の権限を証する書面及び本人

確認書類の提示又は提出を行うこと。ただし、会計責任者本人の署名その他の措置を講ずる場合は、この限りでない。

　３　「支出の目的」欄には、収支報告書記載要領16の例により分類して記載すること。

政治団体の名称

会計責任者の氏名

第15号様式（第９条関係）

甲 乙 会

乙 野 次 郎 乙
野

※ 支出が５万円以上 (国会議員関係政治団体は１万円を超える支出 )であり、金融機関及びコンビニエンスストアの振込等を用いる場合、
　　振込又は払込明細書に加えて本様式 (第 15 号様式 )を添付すること。
　　なお、金融機関での振込の場合には、本様式のほか、「振込明細書に係る支出目的書」(第 16 号様式 )又は支出の目的が記載された振込
　　明細書の写しの添付によることも可能であること。

※　「項目」欄には様式 (その 13) の支出項目の区分に従い、当該支出項目名を記載すること。

※　「摘要」欄には、様式 (その 14 又はその 15) の「支出の目的」欄に記載した内容を記載するものとし、例えば「電話料金」というように
　　具体的に記載すること。

（その20）

宣　　　　　　　誓　　　　　　　書

（備考）

１ 　会計責任者本人が提出する場合にあっては本人確認書類の提示又は提出を、その代理人が提出する場合にあっては当該代理人の権限を証する書面及び本人

確認書類の提示又は提出を行うこと。ただし、会計責任者本人の署名その他の措置を講ずる場合は、この限りでない。

２ 　政治団体の解散に伴う報告書の場合は、会計責任者の氏名の他、代表者の氏名を記載すること。また、代表者及び会計責任者本人が提出する場合にあって

は本人確認書類の提示又は提出を、これらの者の代理人が提出する場合にあっては当該代理人の権限を証する書面及び本人確認書類の提示又は提出を行うこ

と。ただし、代表者及び会計責任者本人の署名その他の措置を講ずる場合は、この限りでない。

添付書類（別添のとおり）

　１　領収書等の写し

　２　政治資金監査報告書（国会議員関係政治団体に限る。）

　この報告書は、政治資金規正法に従って作成したものであって、真実に相違ありません。

令和　８年 　１月　２２日

政 治 団 体 の 名 称

会 計 責 任 者 の 氏 名

代 表 者 の 氏 名

（解散の場合に限る。）

甲 乙 会

乙 野 次 郎

※　令和８年１月１日以降の日付（解散
　　等に伴う報告の場合にあっては、解
　　散等の日以降の日付）とすること。

乙
野

※　自署又は、記名押印をすること。
　　（コピーは自署と認められないこと。）
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